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要 旨 

 2011年の東日本大震災が東京電力福島第一原子力発電所の爆発を引き起こし、電力供給

への不安を生ぜしめことから、家庭用エネルギー需要が量的にも質的にも変化した。クリ

ーンエネルギーの担い手として推進されてきた原子力発電が国民の支持を得られなくなり、

代替的に自然エネルギーへの関心が強まったのである。 

 本論文では、ウェブ調査を通じて東日本大震災前後の消費者の節電行動およびエネルギ

ー選好の変化を明らかにし、今後の家庭用エネルギーに対する政策の在り方を提言する。 

 全国約 3,000人を対象とした調査では、回答者が震災後、節電によって家庭の電気使用量

を減らしている。ただし、震災直後の節電動機は電力不足への懸念が主であったが、半年

以上経つと、むしろ、家計のため（電気代を節約するため）という理由が中心に変わった。

電源となるエネルギーのうち、太陽光・風力などの新エネルギーに水力を加えた「自然エ

ネルギー」については、2020年までには 10％まで増やすことがコンセンサスとなっている

様子だが、2050年という遠い先になると見解が分かれるところである。 

 エネルギーの種類ごとの支払意思（WTP）を複数の手法を用いて計測し、求めた WTP の

値を用いて、政府が提示する今後のエネルギー・ミックスのシナリオへの国民の金銭的評

価を計量した。その結果、平均的にみれば、再生エネルギーを増加させる政策に対して人々

は最大 6％強の電気代の上昇を受け入れる余地があることが判明した。この 6％強という数

字は、電力会社各社が実際に上げ、または上げようとしている金額に比して低い値である。

現状は再生エネルギー増加に向けての道筋がつかないまま電力料金の上昇を認める状態と

なっており、国民が素直に許容できる金額ではない。政府は、早急にエネルギー転換への

道筋をつける必要があると言えよう。 
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